様式４

応募にかかる誓約書
令和　　年　　月　　日　
豊中市長　様
（所在地）　
（法人名称）
　（代表者名）　　 　　　 　　　　　　　　　　印　
豊中市在宅給食サービス事業業務委託事業者への応募にあたり、参加申込書等の提出時点で下記のすべての事項について、事実に相違ないことを誓約します。
記
(1) 弁当の調製が可能な食品衛生法（昭和22年法律第233号）に基づく許可を受けており、本事業で提案する調理・配達拠点において過去3年間に食中毒による行政処分を受けていないこと。
(2) 事業者の責任によって調理もしくは調整から配達及び安否確認の一連の業務を実施できること。
(3) 事業実施に必要な人材及び配食用車両その他の器具・機材を現に確保しており事業を継続的に安定して実施していること。
(4)宅配弁当等の実績が6カ月以上あること。
(5) 週5日以上配食が可能であること。ただし、12月29日から翌年1月3日を除く。
(6) 昼食及び夕食の両方の配食が可能であること。

(7) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当しないこと。

(8) 本市から豊中市入札参加停止基準（平成7年6月1日制定）に基づく入札参加停止措置を受けていないこと。

(9) 本市から豊中市発注契約に係る暴力団等排除措置要綱（平成24年2月1日制定）に基づく入札参加除外措置を受けていないこと。

(10) 会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成17年法律第87号）第64条による改正前の商法（明治32年法律第48号）第381条第1項（会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第107号の規定によりなお従前の例によることとされる場合を含む。）の規定による会社の整理の開始を命ぜられていない者であること。

(11) 平成12年3月31日以前に民事再生法（平成11年法律第225号）附則第2条による廃止前の和議法（大正11年法律第72号）第12条第1項の規定による和議開始の申立てをしていない者であること。

(12) 平成12年4月1日以降に民事再生法第21条第1項又は第2項の規定による再生手続開始の申立てをしていない者又は申立てをなされていない者であること。ただし、同法33条第1項の再生手続開始の決定を受けた者が、その者に係る同法第174条第1項の再生計画認可の決定が確定した場合にあっては、再生手続開始の申立てをしなかった者又は申立てをなされなかった者とみなす。

(13) 会社更生法（平成14年法律第154号）第17条第1項又は第2項の規定による更生手続の申立て（同法附則第2条の規定によりなお従前の例によることとされる更生事件（以下「旧更生事件」という。）に係る同法による改正前の会社更生法（昭和27年法律第127号。以下「旧法」という。）第30条第1項又は第2項の規定による更生手続開始の申立てを含む。以下「更生手続開始の申立て」という。）をしていない者又は更生手続開始の申立てをなされていない者であること。ただし、会社更生法第41条第1項の更生手続開始の決定（旧更生事件に係る旧法に基づく更生手続開始の決定を含む。）を受けた者については、その者に係る会社更生法第199条第1項の更生計画の認可の決定（旧更生事件に係る旧法に基づく更生計画の認可の決定を含む。）があった場合にあたっては、更生手続開始の申立てをしなかった者又は更生手続開始の申立てをなされなかった者とみなす。
